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概 要

近年、世界中の人々が共通して最も感心を寄せていることのうちの１つは、AIが
どれほど人間の仕事を奪うのか、ということである。AIを含めた産業用ロボットの
発展は大変めざましく、今後さらに性能が上がることにより、人間の労働がロボット
に代替されてしまうのではないかと考えられているのである。
そのような状況に鑑み、本稿では、人間の労働と補完的な役割を果たす伝統的資

本と、代替的な役割を果たすロボット資本との２つに資本が分かれた、動学的確率的
一般均衡モデル (Dynamic Stochastic General Equilibrium : DSGEモデル)を用い、
ロボットの増加が人間の労働に及ぼす影響について調べた。具体的には、伝統的資本
からより高性能なロボット資本へと投資が移転することによってロボット資本の資本
ストックが増加すると考え、そのような投資の移転によってロボット資本が増加する
と人間の労働にはどのような影響があるのか、シミュレーション分析を行った。
分析の結果、投資の移転によって労働は増加し、その増加幅はロボット化が進展

しているほど大きくなる、ということがわかった。これは世界中の人々が心配してい
ることとは真逆であり、驚くべき結果である。しかしながら、人口減少が進む日本に
おいては、その労働の増加に対応することは困難であり、労働力人口を増加させるた
めには社会の多様性を高めるような政策が必要である、ということが示唆された。

∗本稿は令和初年度卒業論文として執筆したものである。本稿の作成に当たっては、慶應義塾大学廣瀬
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1 序論
多くの人間がAIを恐れている。それは、AIの進化がめざましいからだ。一般的に、AI

は、2020年代に人間の脳を超え、2040年代には人類全体の脳を超える技術的特異点、い
わゆるシンギュラリティを迎えるとされている。そして、高い能力を持つAIが産業界に
与える影響は非常に大きく、その影響の大きさから、AIの登場は第４次産業革命と呼ば
れている。そのような状況のなかで、AIの能力が上昇し本格的に産業界に導入されたと
きにはどれほどの仕事がAIによって奪われてしまうのか、世界中の人々が心配している
のである。どのような職業がAIによって奪われやすいのか、という疑問について、世界
中の研究者や団体が取り組んでおり、例えば、Frey and Osborne (2017) は、人間の仕事
のうち 50 ～ 90 %が代替される、という結論を出している。実際、1950～2018年におけ
る、AIを含む産業用ロボットの日本での受注台数と受注額の遷移のグラフ (図１) を見
ると、景気の状態によって多少の増減はあるものの、大局的に見れば両項目とも大幅に
増加していることが確認される。今後、性能がさらに上昇することによって、産業用ロ
ボットがますます使用されるようになると考えられているのである。

図 1: 産業用ロボットの受注台数と受注額 (データ:日本ロボット工業会)

このような予測が立っている以上、AIが本格的に導入される前に、各国政府は協調し
て失業対策などを講じておかなければならない。1760年代よりイギリスで起きた第１次
産業革命について思い出してもらいたい。第１次産業革命では、機械と蒸気機関の登場
によって機械制大工業が進んだのだが、その一方で、機械が多く導入された繊維工業で
は多数の手工業者が職を失ってしまい、そのことへの反発から手工業者や労働者が機械
を打ち壊す、いわゆるラッダイト運動が発生してしまった。前述の通り、第４次産業革命
では、第１次産業革命やその後の産業革命とは比べ物にならないほど人間の仕事が奪わ
れ、とてつもない数の失業が発生すると予測されている。もしも第４次産業革命に対し
て政府の応対が遅ければ、失業者は増えるばかりであり、難民問題や自国第一主義の台
頭に揺れる国際社会の状況と相まって、ラッダイト運動をはるかに凌ぐ事態となるであ
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ろうことは想像に難くない。それゆえ、産業用ロボットが増加すると人間の労働にどの
ような影響が出るのかを事前にシミュレートし、想定しておくことは、政府に対応を促
す上で非常に意義のあることである。
そこで、本稿では、Lin and Weise (2017) を参考に、動学的確率的一般均衡モデル

(Dynamic Stochastic General Equilibrium : DSGEモデル) を用いてロボットの増加が人
間の労働に与える影響について調べた。DSGEモデルとは、Forward-Lookingな期待形成
をする各経済主体が、例えば、消費者であれば効用最大化、企業であれば利潤最大化や
費用最小化などと、最適化行動を行うというミクロ的基礎付けを取り入れたマクロ経済
モデルである。DSGEモデルを用いて分析を行うことの利点は、ルーカス批判を回避で
きることである。ルーカス批判とは、政策に応じてモデルのパラメータが変化してしま
うために正しく政策の影響を評価することができていない、として従来のマクロ経済モ
デルを批判したものである。しかしながら、DSGEモデルにおいては、各経済主体は政
策変更の影響を受けないディープパラメータを用いて最適化行動を導くと仮定している
ため、ルーカス批判を回避できるのである。そして、このように、DSGEモデルは各経
済主体の行動条件と市場の均衡条件を組み合わせた動学的モデルであるため、政策への
期待を通じた影響を考慮して分析でき、また、金融政策を社会厚生の見地から量的に評
価することもできるのである。
本稿で参考にした Lin and Weise (2017) は、ロボット資本と伝統的資本の２つに資本
を分けることによってロボットが経済に与える影響を分析しており、人間の労働、ロボッ
ト資本、および、伝統的資本を組み合わせたCES関数によって生産関数を表すと、アメ
リカの経済データと整合的であると分析したものである。ロボット資本とは、人間の労
働と高い代替の弾力性を持つものであって、ICT資本や様々な自動化された装置に大ま
かに対応している。一方、ロボット資本と区別される伝統的資本とは、大まかに人間の
労働の補完物であって、建物や ICTではない装置を含んでいる。よく知られているよう
に、資本が完全に労働を代替するとき、資本の蓄積は生産高における労働のシェアを減ら
し、また、このような状況下では、賃金も同様に減らすであろう。Lin and Weise (2017)

は、ロボット資本の投資が労働の収入に与えるこの直接の影響について説明しているが、
これらの効果が間接的に相殺しあうような２つのチャネルを組み入れている。１つ目は、
生産関数において３つの要素が関わっているモデルでは、新たなロボットの導入が伝統
的資本の限界生産力を増加させることである。このことは、人間の労働を補完している
伝統的資本に投資する気にさせ、その結果、労働のシェアを増加させる。２つ目は、こ
のモデルでは、資本や消費財が作られるのと同じ生産関数によってロボットが生産され
ることである。したがって、ロボット資本への投資は、ロボット資本自身の生産に組み
込まれる形で人間の労働を増加させる。人間の労働への需要は、ロボット資本への投資
によって増加する伝統的資本への投資をさらに増加させる。また、このモデルには、名
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目の硬直性も含まれており、これは、ロボットが賃金に与える影響を相殺、もしくは、悪
化させることになる。
本稿では、ロボットの増加は、伝統的資本からより高性能なロボット資本へと投資が
移転することによってロボット資本の資本ストックが増加する、という波及経路を通じ
てもたらされると考える。そこで、具体的には、伝統的資本の投資に負のMEIショック
を、ロボット資本の投資に正のMEIショックをそれぞれ与えることによって、ロボット
が増えると人間の労働にどのような影響が出るのか、および、その影響はロボット化の進
展とともにどのように変わるのか、シミュレーション分析を行った。MEIショックとは、
投資の限界効率に関するショックであり、Greenwood et al. (1988) が提唱し、Justiniano

et al. (2010) が名付けたものである。
分析の結果、以下の結論が得られた。まず、投資の移転が起きても、投資が増加した
その期には資本ストックが増加しないため、生産量増加の影響を受けて労働は増加する。
そして、ロボット化が進展しているほど、投資の移転によって増加する生産量は大きく
なるので、労働の増加も大きなものとなる。最後に、ロボット資本の資本ストックが増
えるにつれて労働の増加は抑えられていくが、ロボット資本の実質レンタルレートは下
落しており、稼働率を下げて操業するため、労働の減少はほとんどない、ということで
ある。
本稿の残りの構成は次の通りである。第２節では理論モデルについて説明する。第３
節ではロボット資本の増加が人間の労働に与える影響について分析をし、そのメカニズ
ムを解き明かす。そして、その結果に対して考察を加える。第４節は結語であり、今後の
課題などについて述べている。

2 理論モデル
本稿のモデルは、Smets and Wouters (2007) や Justiniano, Primiceri, and Tambalotti

(2011)を参考にした中規模型ニューケインジアンモデルの生産関数をCES関数にするこ
とによってロボット資本を組み込んだ Lin and Weise (2017)のモデルに、日本の人口減
少を考慮してディトレンドを施したものである。このモデルにおける経済主体は、代表
的最終財企業、中間財企業の連続体、労働組合の連続体、代表的家計、そして、金融当
局である。最終財企業は中間財を用いて生産高を産出する。中間材企業は、資本、ロボッ
ト、そして、労働組合によって供給される区別された労働の集合体を用いて中間財を生
産する。中間財の価格は独占的競争企業によって、賃金はCalvo(1983)型の価格決定のも
と各々の労働組合によって、それぞれ決定される。家計は、企業を所有し、消費財を購
入し、そして、貯蓄を債券や伝統的資本、ロボット資本に投資する。また、家計は区別
されていない人間の労働を労働組合に供給し、労働組合は人間の労働を区別された労働
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に変える。そして、区別された労働は中間財企業によって雇われることとなる。

2.1 生産

2.1.1 最終財企業

競争的な最終財生産者は、中間財生産者から区別された中間財を購入し、複数の要素
で構成された最終財を生産する。中間財 yt(i), i ∈ [0, 1]から次の生産技術を用いて最終財
ytを製造する。

yt =
(∫ 1

0
yt(i)

1
εy di

)εy

. (1)

ここで、εy > 1である。利潤最大化および完全競争の条件より、中間財 iの需要は次のよ
うになる。

yt(i) =

(
Pt(i)

Pt

) εy
1−εy

yt. (2)

最終財の価格のインデックスは以下で与えられる。

Pt =
(∫ 1

0
Pt(i)

1
1−εy di

)1−εy

. (3)

2.1.2 中間財企業

代表的な家計によって所有される中間財企業の連続体が存在し、それらは、i ∈ [0, 1]に
よってインデックス付けされる。各期に (1− λy) ∈ [0, 1]の割合の企業が価格を再決定で
きるとする。残りの企業は以下の物価スライド制ルールに従って価格を決定する。

Pt(i) = πt−1
ηyPt−1(i). (4)

ここで、πt−1 =
Pt−1

Pt−2
は経済におけるグロスのインフレ率であり、また、ηyは価格の粘着

性の程度を表すパラメータである。中間財生産者 iの生産技術は以下のCES型で表され
る生産関数によって記述される。

yt(i) = zt
[
θkk̃t(i)

α + (1− θk)lt(i)
α
] 1
α . (5)

ここで、ztは全要素生産性を、k̃tは稼働率を調整した伝統的資本を、そして、ltは混成労
働の投入量を、それぞれ表している。ltは稼働率を調整したロボット資本 ãtと人間の労
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働の投入量 ntの集合体であり、以下のように表される。

lt(i) =
[
θaãt(i)

ϕ + (1− θa)(Xtnt(i))
ϕ
] 1
ϕ . (6)

ここで、Xtは労働増加的技術ショックを表している。
伝統的なコブ・ダグラス型ではなく、CES型の生産関数を用いることにより、この論
文では、人間の労働を補完する伝統的資本と人間の労働を代替するロボット資本の相違
を見分けることが可能となる。曲率パラメータ αと ϕは２つの形の資本と人間の労働と
の間の補完性および代替性の程度をそれぞれ決定する。伝統的資本と混成労働との間の
補完の弾力性は 1

1−α
によって表され、ロボット資本と人間の労働との間の代替の弾力性

は 1
1−ϕ
によって表される。以下、α < 0の想定をする。これは、伝統的資本と混成労働

との間の補完の弾力性が１以下であることを意味しており、したがって、伝統的資本と
混成労働とは大まかに補完の関係にある。また、ϕ > 0の想定をし、これは、ロボット資
本と人間の労働との間の代替の弾力性が１以上であることを意味しており、したがって、
ロボット資本と人間の労働とは大まかに補完の関係にある。
中間財企業は家計から資本とロボットを借り、そして、労働組合から労働を雇う。全要
素生産性 ztと労働増加的技術ショックXtはそれぞれ以下のような確率過程に従う。

ln zt = ρz ln zt−1 + ηzt , ηzt ～ i.i.d. N(0.1); (7)

lnXt = ρχ lnXt−1 + ηχt , ηχt ～ i.i.d. N(0.1). (8)

中間財企業 iの費用最小化問題は

min
{k̃t(i),ãt(i),nt(i)}

Ptr
k
t k̃t(i) + Ptr

a
t ãt(i) +Wtnt(i), (9)

であり、次の生産技術の制約がある。

yt(i) = zt

{
θkk̃t(i)

α + (1− θk)
[
θaãt(i)

ϕ + (1− θa)(Xtnt(i))
ϕ
]α

ϕ

} 1
α

. (10)

ここで、rkt、rat、そして、Wtはそれぞれ所与の、伝統的資本のレンタルレート、ロボッ
ト資本のレンタルレート、そして、名目賃金である。要素価格と生産性が所与なので、各
中間財企業の費用最小化問題は、生産高のレベルを考慮すると、生産の限界費用が一定
であり、また、iから独立であることを意味している。企業間において限界費用が同一な
ので、以下の価格調整問題において、下付き文字 iを落とすことができる。
価格を再決定できる各企業は期待される利潤を最大化するように価格 P̃tを選ぶ。中間
財企業は家計によって所有されているので、将来の利潤は、家計の確率的割引因子を用
いて割り引かれる。価格調整的な中間財企業の価格設定問題は次のように表される。

7



max
P̃t

Et

∞∑
s=0

(βλy)
sΛt+s

Pt+s

(
P̃t

s∏
k=1

πt−1+k
ηy −MCt+s

)
ỹt+s. (11)

ここで、Λt+sは家計の限界効用を、MCt+sは生産の限界費用を、ỹt+sは t+ s期の価格決
定企業の生産高の需要を、それぞれ表しており、t期に最後の価格調整がなされたと想定
している。

2.2 家計

代表的な家計は伝統的資本のストック ktとロボット資本のストック atを所有し、また、
ikt と iat の投資決定をする。また、家計は伝統的資本の稼働率のレベル µk

t とロボット資本
の稼働率のレベル µa

t を選び、それぞれΨk(µk
t )とΨa(µa

t )の資本稼働率に伴うコストを被
る。そして、家計は、名目債券Dtを購入し、その持ち主である中間財企業からDivt+sの
配当支払いを受け取る。
家計の生涯の効用は次のように表される。

Et

∞∑
s=0

βs

[
(ct+s − hct−1+s)

1−γ

1− γ
− κnXt+s

1−γ nt+s
1+σ

1 + σ

]
. (12)

家計の予算制約は次で与えられる。

ct+s +
Dt+s

Pt+s

+ ikt+s + iat+s +Ψk(µk
t+s)kt+s +Ψa(µa

t+s)at+s ≤

Wt+s

Pt+s

nt+s + rkt+sµ
k
t+skt+s + rat+sµ

a
t+sat+s +Rt−1+s

Dt−1+s

Pt+s

+
Divt+s

Pt+s

. (13)

ここで、βは割引因子を、ct+sは消費のレベルを、hは消費の習慣形成を、γは相対的な
リスク回避率を、そして、κnと σが労働の不効用を、それぞれ表している。
上記の変数に加えて、rkt+sと rat+sが、それぞれ、有効な伝統的資本 µk

t+skt+sと有効な
ロボット資本 µa

t+sat+sのレンタルレートを表している。また、家計は、所持している各
債券につき、Rt+sのグロスの利子率を得る。
家計による投資は、次の式に従って伝統的資本のストック、および、ロボット資本のス
トックとして蓄積される。

kt+1+s = (1− δk)kt+s + εkt+s

[
1− Sk

(
ikt+s

ikt−1+s

)]
ikt+s; (14)

at+1+s = (1− δa)at+s + εat+s

[
1− Sa

(
iat+s

iat−1+s

)]
iat+s. (15)
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ここで、Sk(•)と Sa(•)はそれぞれ伝統的資本とロボット資本の費用調整関数である。ま
た、εkt+sと εat+sはそれぞれ伝統的資本とロボット資本に対するMEIショックであり、投
資の限界効率の増減を表している。MEIショックはそれぞれ以下のような確率過程に従
う。

ln εkt = (1− ρk) ln ε
k + ρk ln ε

k
t−1 + ηkt , ηkt ～ i.i.d. N(0.1); (16)

ln εat = (1− ρa) ln ε
a + ρa ln ε

a
t−1 + ηat , ηat ～ i.i.d. N(0.1). (17)

ここで、εkと εaは、それぞれ１に標準化された伝統的資本とロボット資本の投資財の価
格の逆数の値の定常状態である。

2.3 労働組合

j ∈ [0, 1]によってインデックス付けされた労働組合が存在する。代表的な家計は区別
されていない労働を労働組合に供給し、今度はタイプ jの労働 nt(j)として提供される。
区別された労働は次のように結びつき、

nt+s =
(∫ 1

0
nt+s(j)

1
εn dj

)εn

, (18)

人間の労働の投入量を形成する。中間財生産者は ntを雇う。ntに関しては競争市場なの
で、タイプ jの労働に対する需要は次のように表され、

nt(j) =

(
Wt(j)

Wt

) εn
1−εn

nt, (19)

そして、ntの名目賃金は以下で与えられる。

Wt+s =
(∫ 1

0
Wt+s(j)

1
1−εn dj

)1−εn

. (20)

各期に 1− λnの割合の組合が賃金を再交渉できるとする。家計を代表して、組合が、
労働需要と家計の予算制約のもとで家計の効用を最大化するとする。
組合 jの最適化問題は次で表され、

max
W̃t(j)

Et

∞∑
s=0

(βλn)
sεbt+s

{[
(ct+s − hct−1+s)

1−γ

1− γ
− κnXt+s

1−γεnt+s

ñt+s(j)
1+σ

1 + σ

]}
, (21)

労働需要と家計の予算制約を条件とする。
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2.3.1 金融当局

金融当局は短期の名目利子率を以下のルールに従って決定する。

(
Rt

R∗

)
=
(
Rt−1

R∗

)ρR
[(

πt

π∗

)ρπ
(
yt

yft

)ρY
]1−ρR

εmp
t . (22)

ここで、R∗は定常状態での名目利子率を、π∗は定常状態でのインフレ率を、yft は伸縮
的価格および伸縮的賃金のもとでの生産高のレベルを、そして、εmp

t は金融政策ショック
を、それぞれ表している。εmp

t は以下のような確率過程に従う。

ln εmp
t = ρmp ln εmp

t−1 + ηmp
t , ηmp

t ～ i.i.d. N(0.1). (23)

2.3.2 資源制約

資源制約は以下のようになる。

yt = ct + ikt + iat +Ψ(µk
t )kt +Ψ(µa

t )at (24)

2.4 パラメータと定常状態の設定

パラメータの値に関しては、主に廣瀬 (2012)の推定をもとに設定した。廣瀬 (2012)で
は 1981年第１四半期から 2013年第３四半期間の日本のマクロ経済データを用いてベイ
ズ推定を行っており、本稿の分析においても妥当な値であると考えられる。また、伝統
的資本やロボット資本に関するパラメータなど、廣瀬 (2012) に含まれていないパラメー
タについては Lin and Weise (2017) や Berg et al. (2018) 、Eden and Gaggl (2018) の値
を用いた。そのうち、この後の分析において重要なものについて説明する。生産関数に
おけるパラメータ αと ϕについては、Eden and Gaggl (2018) を参考にした。Eden and

Gaggl (2018)では、労働と伝統的資本との補完の弾力性は１に近いとして、α = −0.1と
しており、弾力性は 0.909となる。また、ロボット資本は人間の労働に対して高い代替性
があるとして、ϕ = 0.8としており、これは、代替の弾力性が５であることを表している。
そして、生産関数やTFP過程の推定、また、収入における労働のシェアの変動性に影響
を与えるパラメータ θkと θaについてはBerg et al. (2018) を参考にし、世界標準の値で
ある θk = 0.35と θa = 0.04を採用した。また、伝統的資本やロボット資本のストックの定
常状態に関する値、および、労働の定常状態に関する値は、2015年第１四半期から 2018

年第４四半期間の日本ロボット工業会や財務総合政策研究所、内閣府のデータを用いて
カリブレートした。本稿で用いたパラメータと定常状態の値は次の通りである (表１)。

10



パラメータ 意味 値
h 習慣形成 0.432

γ 異時点間代替の弾力性の逆数 1.813

ηw 賃金の粘着性の程度 0.356

λn 賃金を最適化できない家計の割合 0.503

σ 労働供給の弾力性の逆数 5.227

κn 労働の不効用 0.25

εn 賃金マークアップ率 0.8

δk 伝統的資本の資本減耗率 0.0183

δa ロボット資本の資本減耗率 0.0515

κk 伝統的資本の投資の調整コスト 8.498

κa ロボット資本の投資の調整コスト 8.498

νk 伝統的資本の稼働率の調整コストの逆数 0.5423

νa ロボット資本の稼働率の調整コストの逆数 0.5423

θk CES生産関数における伝統的資本のウエイト 0.35

θa CES生産関数におけるロボット資本のウエイト 0.04

ϕ ロボット資本と人間の労働の代替率を表すパラメータ 0.8

α 伝統的資本と混合労働の補完率を表すパラメータ -0.1

ηy 価格の粘着性の程度 0.198

εy 価格マークアップ率 1.609

λy 価格を最適化できない企業の割合 0.701

ρR 金利スムージングの度合い 0.733

ρπ インフレ反応の程度 1.778

ρY GDP ギャップ反応の程度 0.044

χ∗ グロスの人口成長率の定常値 0.998

ρχ 労働増加的技術ショックの持続性 0.8332

ρn 賃金ショックの持続性 0.258

ρb 選好ショックの持続性 0.908

ρz 生産性ショックの持続性 0.032

ρk 伝統的資本のMEI ショックの持続性 0.544

ρa ロボット資本のMEI ショックの持続性 0.544

ρmp 金融政策ショックの持続性 0.481

k̂∗

ŷ∗
伝統的資本のストック 対 GDP 比の定常値 1.220

â∗

ŷ∗
ロボット資本のストック 対 GDP 比の定常値 0.0247

n̂∗

ŷ∗
労働 対 GDP 比の定常値 0.954

表 1: パラメータと定常状態の値
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3 シミュレーション分析と結果の考察
本稿では、伝統的資本の投資に負のMEIショックを、ロボット資本の投資に正のMEI

ショックを、それぞれ与えることにより、投資が伝統的資本からより高性能なロボット資
本へ移転すると人間の労働にどのような影響が出るのか、および、その影響はロボット
化の進展とともにどのように変わるのか、シミュレーション分析を行う。

3.1 robot density∗と３つのシナリオ

ロボット化の度合いを表す指標を、Graetz and Michaels (2018) の robot densityを参
考に、本稿では robot density∗によって定めるとする。
robot density∗とは robot density∗ = ロボット資本のストックの定常状態の値人間の労働の定常状態の値 によっ
て定義されるもので、値が高いほどロボットの導入が進んでおり、すなわち、ロボット化
が進んでいる、と言える。日本ロボット工業会のデータを用いて算出した、2015～2018

年における日本の robot density∗の平均値は 0.0259である。以下、分析を行っていくにあ
たり、robot density∗の値をもとにして、ロボット化の進展状況の異なる３つのシナリオ
を作成する。１つ目が robot density∗の値が 2015～2018年における日本の平均値である
Baselineシナリオ、２つ目が robot density∗の値がBaselineシナリオの２倍となるDouble

シナリオ、３つ目が robot density∗の値がBaselineシナリオの５倍となるFifthシナリオ、
である。

3.2 ショックの大きさと θaの値

伝統的資本の投資に与える負のMEIショック、および、ロボット資本の投資に与える
正のMEIショックの大きさについては次のように定める。各シナリオにおいて、伝統的
資本の投資の１%に相当する額がロボット資本の投資に移転されると考え、伝統的資本
の投資には投資がちょうど１%減少するような負のMEIショックを、ロボット資本の投
資には移転によって増加する額と同じだけ投資を増加させるような正のMEIショックを、
それぞれ与えることとする。
まずは、Baselineシナリオのときを考える。日本ロボット工業会および財務総合政策
研究所のデータによると、2015～2018年の日本の伝統的資本のストックの平均は約 12兆
7650億円、ロボット資本のストックの平均は約 2093.2億円、伝統的資本の投資の平均は
約 653兆 8300億円、ロボット資本の投資の平均は約 11兆 176億円である。よって、この
とき、伝統的資本の投資の１%に相当する額がロボット資本の投資に移転されると、ロ
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ボット資本の投資は約 53.4%上昇する。伝統的資本の投資を１%減少させ、かつ、ロボッ
ト資本の投資を 53.4%増加させるためには、伝統的資本の投資に 1.06%の負のMEIショッ
クを、ロボット資本の投資には 57.27%の正のMEIショックを与えればよく、この値をシ
ミュレーションで用いる。
このとき、伝統的資本のストックとロボット資本のストックの比、および、伝統的資本
の投資とロボット資本の投資の比はともにおおよそ 50:1となっている。このことと、資
本のストックが増加するためにはその分資本の投資が増加しなければならないことから、
Doubleシナリオのように robot density∗がBaselineシナリオの２倍になっているときに
は、ロボット資本の投資も Baselineシナリオの２倍になっており、伝統的資本のストッ
クとロボット資本のストックの比、および、伝統的資本の投資とロボット資本の投資の
比はともにおおよそ 25:1になっていると考えられる。この考えのもと計算を行うと、伝
統的資本の投資の１%に相当する額がロボット資本の投資に移転されると、ロボット資本
の投資は約 26.2%上昇する。伝統的資本の投資を 1%減少させ、かつ、ロボット資本の投
資を 26.2%増加させるためには、伝統的資本の投資に 1.06%の負のMEIショックを、ロ
ボット資本の投資には 28.02%の正のMEIショックを与えればよい。
Fifthシナリオについても同様に考え、伝統的資本の投資の１%に相当する額がロボッ
ト資本の投資に移転されると、ロボット資本の投資は約 9.9%上昇する。これらの値を導
くためには、伝統的資本の投資に 1.03%の負のMEIショックを、ロボット資本の投資に
は 10.21%の正のMEIショックを与えればよい。
また、各シナリオに応じて、生産におけるロボットの重要性を表すパラメータである θa

の値を変更する。Baselineシナリオのときは、Berg et al. (2018) を参考にし、世界標準
の値である θa = 0.04を採用している。しかしながら、ロボット化の進展に伴って生産に
おけるロボットの重要性が高まると考えられるため、Doubleシナリオのときは θa = 0.2、
Doubleシナリオのときは θa = 0.5と値を大きくした。分析の中でシナリオによって値を
変更する数値は次の通りである (表２)。

robot density∗ θa 伝統的資本に与える ロボット資本に与える
負のMEIショック 正のMEIショック

Baselineシナリオ 0.0259 0.04 -1.06% 57.27%

Doubleシナリオ 0.0518 0.20 -1.06% 28.20%

Fifthシナリオ 0.129 0.50 -1.03% 10.21%

表 2: シナリオに応じて変更する数値
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3.3 シミュレーションの結果

以上の設定のもとで行ったシミュレーションの結果を図２に示す。ただし、すべて各
変数の定常状態からの乖離率を表している。
図２を見ると、投資が伝統的資本からより高性能なロボット資本へ移転すると人間の
労働が増加し、また、ロボット化が進展していればいるほどその増加は大きなものとな
ることがわかる。しかしながら、ロボット資本は人間の労働に対して代替的であるため、
この結果は意外なものである。そこで、ショックが各変数に与える影響を追いながら、人
間の労働が増加する理由について説明する。
まず、ロボット資本についてですが、正のMEIショックによって投資の限界効率が上
昇するので投資が増加し、資本ストックも増加する。また、ロボット資本の実質レンタ
ルレートは、最初はロボット資本の投資が増加することによりロボット資本の需要が高
まるものの、投資が増加した期には資本ストックは増加しえないので僅かに上昇するが、
その後、資本ストックが増えていくにつれてロボット資本の限界生産力、すなわち、実
質レンタルレートは下落していく。そして、実質レンタルレートが増加している時には
資本を借りずに稼働率を上昇させて操業し、実質レンタルレートが減少している時には
資本を借りて稼働率を下げて操業するので、資本稼働率もまた、微増のち減少する。ロ
ボット資本の資本ストックが増加、および、実質レンタルレートと資本稼働率がともに
減少していることから、ロボット資本の資産価格は下落する。
伝統的資本については、負のMEIショックによって投資の限界効率が損なわれるので投
資は減少する。このとき、投資の落ち込みの大きさ、および、投資の回復の遅さはBaseline

シナリオ、Doubleシナリオ、Fifthシナリオの順になっています。これは投資の移転によっ
てロボット資本の資本ストックが増加したのに対して、ロボット化が進展し、生産にお
いてロボットが重要になればなるほどロボット資本と補完的である伝統的資本への需要
が高まるので、落ち込みが少なく、回復も早くなるからであると考えられる。投資が減
少するので、伝統的資本の投資ストックも減少する。
資本ストックが減少しているので、限界生産力である伝統的資本の実質レンタルレー
トは増加する。このとき、実質レンタルレートの増加幅はFifthシナリオ、Doubleシナリ
オ、Baselineシナリオの順で、ロボット化が進み、生産においてロボットが重要になれば
なるほど大きくなっている。通常は、資本ストックの減少が大きいほど限界生産力を表
す実質レンタルレートの増加幅は大きくなるが、今回は同時にロボット資本に正のMEI

ショックが与えられており、ロボット資本の資本ストックは増加するので、ロボット化が
進展して生産においてロボットが重要であればあるほどロボット資本と補完的である伝
統的資本への需要が高まり、この影響が大きいため、伝統的資本の実質レンタルレート
は増加することになる。また、実質レンタルレートが増加しているので、資本を借りず
に稼働率を上昇させて操業するため、伝統的資本の資本稼働率は増加する。
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図 2: インパルス応答
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伝統的資本の資産価格については、Baselineシナリオでは上昇し、Doubleシナリオと
Fifthシナリオでは減少している。通常ならば、伝統的資本のストックが減少、および、
実質レンタルレートと資本稼働率がともに増加しているので、伝統的資本の資産価格は
上昇するはずである。しかし、そもそも、伝統的資本よりもロボット資本の方が高性能
であるとして、伝統的資本からロボット資本への投資の移転が起こること自体が伝統的
資本の資産価格を下落させる。Baselineシナリオでは、生産においてロボット資本がほと
んど重要ではないため、投資の移転それ自体が資産価格を下げる影響を、伝統的資本の
ストックの減少、および、実質レンタルレートと資本稼働率の増加が資産価格を上昇さ
せる影響が上回るので、伝統的資本の資産価格は増加する。一方、ロボット化が進展す
ると、今まで述べてきた通り、投資の移転によって増加するロボット資本に対し、補完
的な関係にある伝統的資本への需要は大きく増加する。しかし、伝統的資本の需要が増
加するのは、あくまでも高性能なロボット資本と補完的な関係にあるからであって、ロ
ボット化が進展するにつれ、伝統的資本自身の生産における重要性はどんどん低下して
いく。 このように、ロボット化が進展すると、投資の移転それ自体が資産価格を下げる
影響が、伝統的資本のストックの減少、および、実質レンタルレートと資本稼働率の増
加が資産価格を上昇させる影響を上回るので、Doubleシナリオや Fifthシナリオでは伝
統的資本の資産価格は下落していくのである。
また、生産量については、全体で見ると、投資の需要および生産要素が増加している
ので上昇する。伝統的資本の実質レンタルレートの増加などの影響を受け、価格マーク
アップの程度を表している実質限界費用は増加し、それゆえ、インフレ率も上昇する。そ
して、生産量とインフレ率がともに増加していることから、名目利子率も増加する。
これらの変数の動きをもとに労働が増加する理由について説明する。前述の通り、通
常ならば、ロボット資本の資本ストックが増加すると、ロボット資本と労働は代替的であ
るので、労働は減少するはずである。しかし、すでに説明したように、正のMEIショッ
クが与えられてロボット資本の投資が増加したその期にはロボット資本の資本ストック
は増加しない。よって、労働も減少しない。一方で、生産量は増加しており、その影響を
受けて、労働は増加することになるのである。そして、その後、ロボット資本の資本ス
トックが増加していくにつれて労働の増加は急激に抑えられていくが、労働の減少はほ
とんど見られない。これは、ロボット資本が増加すると、ロボット資本の実質レンタル
レートが下がり、稼働率を下げて操業するからである。また、Fifthシナリオ、Doubleシ
ナリオ、Baselineシナリオの順に労働の増加幅は大きくなっている。これは、ロボット化
が進み、生産においてロボットが重要になればなるほど、ロボット資本の増加によって
生産量が増加するためである。
労働に関連する変数として実質賃金を見てみると、Baselineシナリオでは微増のち減
少、Doubleシナリオと Fifthシナリオでは増加している。通常、労働が増加すると、労
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働の限界生産力である実質賃金は減少する。しかし、Doubleシナリオと Fifthシナリオ
では、その減少の影響を、生産量増加による実質賃金増加の影響が上回るため、実質賃
金は上昇する。一方で、Baselineシナリオでは、ショック以後ほとんど生産量は増加しな
いため、実質賃金は減少していくのである。

3.4 θk = 0.1787のとき

ここまでの分析では、生産における伝統的資本の重要性を表すパラメータである θkの
値を θk = 0.35としていた。しかし、ロボット化が進展していくにつれ、生産におけるロ
ボット資本の重要性は上昇していく一方で、生産におけるロボット資本の重要性は低下
していくはずである。そこで、θkの値を変更することを考える。実際、三井住友銀行の
データによれば、日本はロボットの稼働数、ロボット化率ともに世界トップクラスであ
り、 Berg et al. (2018) の世界標準の値よりも θkの値は低くなっていると考えられる。そ
こで、日本同様に世界の中でロボット化が進んでいる国の１つであるアメリカのデータ
を用いてカリブレートした Lin and Weise (2017) を参考にし、θk = 0.1787として先ほど
と同様の実験を行った。その結果を図３に示す。
図３を見ると、概ね θk = 0.35のときと同じであり、特に労働については、伝統的資本
からロボット資本への投資の移転によって労働は増加し、その増加幅はロボット化が進
展するほど大きくなり、また、労働はほとんど減少しない、という同様の結果が得られ
た。このことから、この分析の結果はより頑健なものとなった。

3.5 結果の考察

シミュレーション分析の結果に筆者の考察を加える。分析の結果、伝統的資本からロ
ボット資本へ投資が移転すると、労働は増加し、その増加幅はロボット化が進むと大き
くなり、そして、労働の減少はほとんど見られない、ということがわかった。しかしなが
ら、投資の移転による労働の増加という恩恵を受け取るには、現在の日本には大きな課
題がある。
図４は 1950～2060年の日本の年齢別の人口のグラフ (2005年以降は予測値)であり、こ
れを見ると、65歳以上の老年人口は増加、および、０～14歳までの若年人口は減少して
おり、少子高齢化が起こっていることがわかる。そして、15～64歳の生産年齢人口は減少
し、全体で見ても人口は減少している。総務省の予測では、人口のピークであった 2004

年より 2050年にかけて総人口は平均で年率 0.71%減少する。一方、生産年齢人口は 2000

年から 2050年にかけて平均で年率 1.1%減少すると予測されており、生産年齢人口は総人
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図 3: θk = 0.1787のときのインパルス応答
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図 4: 日本の年齢別の人口 (データ:国立社会保障・人口問題研究所)

口よりも早いスピードで減少していくとされている。よって、投資の移転により増加す
る労働を生産年齢人口だけで賄うのは困難であることがわかる。さらに、今回の分析で
は伝統的資本の投資の１%に相当する額がそのままロボット資本の投資に移転されると
したが、実際にはどれほどの額の投資移転が起こるかはわからない。もしも、移転の額
がもっと多くなれば増加する労働はより大きなものとなり、生産年齢人口で賄うことは
もっと難しくなる。それゆえ、投資の移転による恩恵を受け取るための方策について考
える必要がある。
生産年齢人口が減少していく以上、労働の増加に対応するためには、女性や高齢者、障
害者など、現在の労働の主力である生産年齢の男性以外に労働市場に参加してもらい、労
働力人口を増加させる必要がある。例えば、女性の労働者を増やすには、出産や育児か
らの再就職・再雇用制度をきちんと確立させることや、託児所や保育園、介護サービス
などを充実させることなどが有効であると考えられている。また、定年の引き上げや廃
止などの定年制度の見直しのほか、継続雇用制度の見直しなど高齢者の再就職制度を充
実させることによって高齢者の労働者は増加するであろう。そして、障害者雇用促進法
などにより法定基準で雇用しなければならない障害者の人数は増加しているが、そのよ
うに法律で定めるよりも、企業と障害者の相互理解を深める機会を増やすことが障害者
の雇用を増やすためには重要であると考えられている。
そして、これらの政策がどういうものかというと、概して、社会の多様性を高めるよ
うな政策であると言える。これはすなわち、奇しくも、ロボットという新しい生産要素
が増加していくこと、すなわち、社会の多様性が高まっていくことによる労働の増加と
いう恩恵を受けるためには、また別の形で社会の多様性を高める必要があるということ
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である。

4 結びにかえて
本稿では、資本が伝統的資本とロボット資本の２つに分かれており、CES型によって
表される生産関数を持つ中規模型のDSGEモデルを用いて、伝統的資本からより高性能
なロボット資本へと投資先が移転することによってロボット資本が増加すると、人間の
労働にどのような影響が与えられるのか分析を行った。
分析の結果、次のことがわかった。まず、投資の移転が起こると、投資が増加したそ
の期には資本ストックが増加しえないため、生産量増加の影響を受け、労働は増加する。
そして、ロボット化が進んでいるほど、投資の移転によって生産量は増加するので、労
働の増加は大きなものとなる。最後に、ロボット資本の資本ストックの増加に伴い、労
働の増加は抑えられるが、ロボット資本の実質レンタルレートは下落しており、稼働率
を下げて操業するため、労働の減少はほとんどない、ということである。
しかしながら、生産年齢人口の大幅な減少が予想される日本の状況に鑑みると、現状
のままではそのような労働の増加に対処することは困難である。よって、その対応策と
して、本稿では、ロボット資本が増加するという現象同様、社会の多様性を高めるよう
な政策を推し進めていくことが必要である、という提言をした。
その一方で残された課題もある。それは、伝統的資本と混成労働の補完率を表すパラ
メータα、そして、ロボット資本と人間の労働の代替率を表すパラメータ ϕを変更してい
ないことである。本来ならば、ロボット資本の高性能化およびロボット化の進展ととも
に、これらの値は変化していくはずだが、本稿ではこれを考慮していない。シナリオに
応じてこれらのパラメータを正確に変更していくことでより正確な研究結果が得られる
はずであり、それによって、この分野の研究はさらに発展していくと考えられる。AIや
産業用ロボットの研究と経済学との交流がますます深まることを願うばかりである。
このような限界を考慮したとしても、AIや産業用ロボットがこれからもめざましい発
展を遂げ続けることが予想される中で、伝統的資本からロボット資本への投資の移転が
人間の労働を増加させるという、世間一般の予想を覆すような分析結果が得られたこと
の意義は大きいと言える。
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